
2015年までの研究開発計画
－主概念：先進湿式法再処理＋簡素化ペレット法燃料製造－

添付資料５

期待する成果

• 採用する各革新技術の決定

• 軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへ

の移行期に考慮すべき課題の整理

期待する成果

• 採用する各革新技術の決定

• 軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへ

の移行期に考慮すべき課題の整理
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高速増殖炉サイクル実用化研究開発

チェック＆レビュー

2015年までの燃料サイクルシステム研究開発の進め方

チェック＆レビュー

期待する成果

• 実証燃料サイクル施設の概念設計

• 実用燃料サイクル施設の概念設計

• 実用化までの研究開発計画の提示

期待する成果

• 実証燃料サイクル施設の概念設計

• 実用燃料サイクル施設の概念設計

• 実用化までの研究開発計画の提示
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先進湿式法再処理 簡素化ペレット法燃料製造

燃料サイクルシステムに関する２０１５年までの技術開発課題
（先進湿式法再処理＋簡素化ペレット法燃料製造）

①解体・せん断技術の開発

③晶析技術による効率的ウ
ラン回収システムの開発

②高効率溶解技術の開発

④U,Pu,Npを一括回収する高
効率抽出システムの開発

⑤抽出クロマト法によるMA
回収技術の開発

⑦脱硝・転換・造粒一元処理
技術の開発

⑧ダイ潤滑成型技術の開発

⑩燃料基礎物性研究

⑪セル内遠隔設備開発

⑫TRU燃料取扱い技術⑥廃棄物低減化（廃液２極
化）技術の開発

⑨焼結・O/M調整技術の開
発
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燃料サイクルシステムの2015年までの研究開発計画(再処理)

革新的な技術の採否の判断

各課題の主要なチェックポイント

・高速増殖炉サイクル導入期
の検討

・実用及び実証施設の概念
構築

2010 2015 代替技術

設計研究

・高効率溶解ﾌﾟﾛｾｽの開発

・高効率溶解装置開発

・高DF晶析技術の検討

・連続晶析装置の開発

・晶析関連技術の開発

・遠心抽出器ｼｽﾃﾑの開発

・大容量遠心抽出器

・ｿﾙﾄﾌﾘｰﾌﾟﾛｾｽ技術開発

・ｿﾙﾄﾌﾘｰ機器開発

・設計、許認可

・施設整備、試験

④U,Pu,Npを一
括回収する高
効率抽出システ
ムの開発

⑤抽出クロマト
法によるMA回
収技術の開発

⑥廃棄物低減
化（廃液２極化）
技術の開発

①解体・せん断
技術の開発

②高効率溶解
技術の開発

③晶析技術に
よる効率的ウラ
ン回収システム
の開発

・U,Pu,Np一括回収ﾌﾟﾛｾｽの
開発

ﾌﾟﾛｾｽ開発成果及び装
置ｼｽﾃﾑ開発成果に基
づく工学規模ホット試験
施設の施設整備開始の
判断

工学規模ﾎｯﾄ試験施設
(革新技術試験装置)の
設計へのﾌﾟﾛｾｽﾃﾞｰﾀ
反映

工学規模ﾎｯﾄ試験施設
(総合ｼｽﾃﾑ実証試験設
備)の設計への機器
性能ﾃﾞｰﾀの反映

ﾌﾟﾛｾｽ開発及び装置ｼ
ｽﾃﾑ開発の成果に基
づく革新技術の決定、
操業条件提示、実用化
見通し判断

実用機器の性能(処理
速度、除染性能等)の
確認、実用化見通し判
断

・抽出ｸﾛﾏﾄ法によるMA回収
ﾌﾟﾛｾｽ開発

・抽出ｸﾛﾏﾄﾌﾟﾛｾｽ機器開発

工学規模ﾎｯﾄ試験施設
(総合ｼｽﾃﾑ実証試験設
備)の設計へのﾌﾟﾛｾｽ
ﾃﾞｰﾀ反映

革新技術試験及び総
合ｼｽﾃﾑ実証試験結果
に基づく先進湿式再処
理技術の実用化見通
し判断

項 目 評価・判断のポイント

先

進

湿

式

法
工学規模ﾎｯﾄ試験施設
の製作性や施工費等
に係るﾃﾞｰﾀの設計研
究への反映

工学規模
ホット試験

従来型Purex
ベース技術

－

-

従来型Purex
ベース技術

従来型Purex
ベース技術

従来型Purex
ベース技術

従来型Purex
ベース技術

従来型溶媒抽
出技術

・機械式解体ｼｽﾃﾑ及び
短尺せん断技術の開発

要素機での基本性能確認、実燃料せん断データ把握

システム試験機の設計・製作・コールド試験・評価、遠隔保守性検討

各種溶解条件の影響評価 工学規模ホット試験に向けた溶解データ拡充

工学規模ホット試験に向けたコード拡張溶解計算コード改良

基本構造の検討

部分モックアップ試験機の設計・製作・試験(コールド、ウラン)

工学規模ホット試験に向けたプロセスデータ拡充整備(操作条件最適化)

基本構造、計測制御システム、遠隔保守構造の検討

工学規模試験機の設計・製作・試験(コールド、ウラン)

結晶分離機の成立性評価、高濃度溶液の移送技術の確立

Np(U,Pu)抽出挙動の確認、一括回収ﾌﾟﾛｾｽ条件の最適化 工学規模ホット試験に向けた抽出データ拡充

工学規模ホット試験に向けたコード拡張抽出計算コード改良

工学規模ｼｽﾃﾑ試験(耐久性、ｲﾝﾗｲﾝ計装技術、ｼｽﾃﾑ制御性、遠隔保守性検討)(ｺｰﾙﾄﾞ、ｳﾗﾝ)

基本性能確認、システム特性把握、遠隔保守構造検討(コールド、ウラン)

吸着材(抽出剤)の分離性能比較評価・安全性評価、使用済吸着材処理方法検討、
回収フローシート構築、MA、FP元素挙動評価(コールド、ホット)

回収フローシート改良

要素試験(カラム内流動性、安全性・耐久性評価)、遠隔操作性及び計装・制御法検討

工学規模ﾌﾟﾛｾｽ試験用機器の設計・製作・試験(コールド→RI)

周辺工程でのｿﾙﾄﾌﾘｰ化検討、濃縮妨害試薬排除・硝酸分解技術検討

ソルトフリーオフガス洗浄装置、硝酸分解装置の要素試験、モックアップ装置による試験

概念設計研究(安全設計、周辺工程の設計) 最適化設計研究(要素技術開発の進展を考慮したシステムの最適化)

シナリオ解析、プラント概略仕様及び設備検討

基本設計

施設整備
革新技術試験、

総合システム実証試験

*1

設計支援データ、試験条件
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FP同伴ﾒｶﾆｽﾞﾑ解明、結晶洗浄技術の検討(ｳﾗﾝ、ﾎｯﾄ)

安全審査、詳細設計、設工認
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燃料サイクルシステムの2015年までの研究開発計画(燃料製造)

革新的な技術の採否の判断

各課題の主要なチェックポイント

2010 2015 代替技術

・遠隔保守対応量産技術開発

・ﾀﾞｲ潤滑型ﾌﾟﾛｾｽ開発

・遠隔保守対応量産技術開発

・焼結・O/M調整ﾌﾟﾛｾｽの開発

・遠隔保守対応量産技術開発

・基礎物性と燃料製造

・設備システムの選択

・試験施設の設計・建設

・高除染体系
でのｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯ
ｸｽ内製造ｼｽﾃ
ﾑ

－

－

・高除染体系
でのｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯ
ｸｽ内製造ｼｽﾃ
ﾑ

・従来型ﾍﾟﾚｯﾄ
法ﾍﾞｰｽ技術

・高除染体系
でのｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯ
ｸｽ内製造ｼｽﾃ
ﾑ

・従来型ﾍﾟﾚｯﾄ
法ﾍﾞｰｽ技術
・高除染体系
でのｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯ
ｸｽ内製造ｼｽﾃ
ﾑ

－

設計研究

簡
素
化
ペ
レ

ッ
ト
法

脱硝容器形状(円筒or浅
皿)、焙焼還元及び造粒ﾌﾟﾛ
ｾｽの最適な組合せ・方式
を選定

保守性や熱処理方式を考
慮したO/M調整・焼結炉の
方式を選定

工学規模
　ホット試験

ﾌﾟﾛｾｽ開発及び機器開発
の成果に基づく工学規模
ホット試験施設の施設整備
開始の判断

・基礎物性と燃料設計ｺｰﾄﾞ
　の開発

・原料発熱影響評価

MA含有酸化物燃料の成立
性の確認(FCCI等の挙動
評価の観点)

MA含有酸化物燃料の成立
性の確認(熱的挙動評価の
観点)

・セル内遠隔設備開発

・従来型ﾍﾟﾚｯﾄ
法ﾍﾞｰｽ技術
・高除染体系
でのｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯ
ｸｽ内製造ｼｽﾃ
ﾑ

　評価・判断のポイント項　　目

・実用及び実証ﾌﾟﾗﾝﾄの設計

・原料粉末調整ﾌﾟﾛｾｽ開発
　(Pu富化度調整・転換・
　造粒) 簡素化ﾍﾟﾚｯﾄ法の原理的

成立性の確認、製造ｼｽﾃﾑ
の技術確認、工学規模ホッ
ト試験施設の設計・許認可
への反映、実用化見通し判
断
実用機器の性能(量産性、
遠隔保守性等)の確認、工
学試験規模ホット試験施設
の設計・許認可への反映、
実用化の見通し判断

⑪セル内遠隔
設備開発

⑫TRU燃料取
扱い技術

⑦脱硝・転換・
造粒一元処理
技術の開発

⑧ダイ潤滑成
型技術の開発

⑨焼結・O/M調
整技術の開発

⑩燃料基礎物
性研究

小規模試験設備整備 製造性評価試験 品質向上試験 条件最適化試験

プロセス選定試験、遠隔保守対応設備開発

小規模試験設備整備 製造性評価試験 品質向上試験 条件最適化試験

プロセス選定試験、遠隔保守対応量産設備開発

量産用連続焼結炉の開発

実験的研究(物性データ測定)

理論研究(計算化学による物性データ予測手法の開発)

照射データ評価/挙動解析ｺｰﾄﾞの開発

初期焼結挙動の速度論的評価、O/M変化の測定・調整技術評価

焼結挙動のモデル化

遠隔対応設備、遠隔ﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ設備、機器監視異常診断技術、分析、検査迅速化の開発

試験施設の検討

Pu第3開発室を利用した工学規
模ホット試験施設の設計、許認可

セル設備を主体とした工学規模ホット試験施設の設計、許認可
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２

７

７

１

設計支援データ、試験条件

４

４

５

５

小規模試験設備整備 製造性評価試験 品質向上試験 条件最適化試験

概念設計研究 最適化設計研究

熱流動シミュレータによる計算モデルの開発、コールドモックアップ試験

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1

*1
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・実用及び実証施設の概念

構築

設計支援データ、試験条件

2
0
8



これまでの設計研究成果これまでの設計研究成果

今後の設計研究の課題今後の設計研究の課題

燃料サイクルシステムの設計研究

受入/前処理セル

中継セル

再処理セル
溶解設備

移行期プラントの前処理設備セル断面図

○ 軽水炉燃料の処理に必要な機器
・集合体反転機を追加
・グリッド/スペーサ部を処理する成形機を追加
・エンドピース洗浄槽を追加
・第二晶析設備を追加

○ シナリオ整合する設備の変更をさらに検討

○工学規模ホット試験

－燃料サイクル実証施設の設計に反映させる為に、要素技術開発の進捗状況を考慮して再処理及び燃料製造の工学規
模のホット試験とその準備をそれぞれ早期に実施

－その為に、試験施設として安全審査を受けられる内容の基本設計を実施

－将来の新たな技術に関する試験も実施可能な、柔軟な対応の取れる施設、設備の構築

○燃料サイクル実証施設

－フェーズⅢ以降で実施する基本設計のベースとなるよう、実証に必要なプロセス及びプラントの規模、系統構成などを
具体的に定めて施設の概念を構築

○ 2050年頃の実用化を目指した燃料サイクル実用施設

－安全設計、周辺工程の設計、要素技術成果を取り込んだプロセスやシステムの 適化

－国内の政策・技術動向を踏まえ、高速増殖炉サイクルへの移行期の適切なシナリオを抽出

－シナリオ解析を基に、軽水炉、高速炉、プルサーマル燃料を合理的に処理できるプラントの仕様検討

－代替技術等の評価とプラントへの適用可能性の検討

○主工程の 小化に着目して検討を実施し、開発目標を高
いレベルで満足する可能性を有する処理規模200ｔ/ｙの燃

料サイクルプラント概念を構築した。

○高速増殖炉サイクル導入期に関する想定シナリオ設定と
関連する諸量評価を実施し、プラント規模や軽水炉燃料再
処理に必要な新たなプロセス、機器などを検討した。

• 要素技術開発の成果を基に設備設計を実施して設計要求値へ
の適合性を評価する。

• 分離技術などに関する代替技術等の比較評価を実施する。

• 先進湿式法の革新技術及び総合システム試験を2015年に開

始できるための設計、建設を実施

• 簡素化ペレット法によるTRU燃料製造のシステム試験を2020
年頃から開始できるための設計を実施

• 燃料サイクルシナリオを解析し、処理量、導入時期、回収製品
の取り扱い等を検討する。

• 適な除染度などの仕様や処理プロセスの選定する。

• 実現の可能性が高いプラントの概念を抽出、プラント仕様と処
理プロセスを決定する。

• プラント概念成立に必要な新たな技術の研究開発計画を策定
する。

実証に必要な施設規模、系列数などを確定して施設の概念を構
築した後、概念設計を実施する。

• 分離回収設備の寸法や基数に影響する核的制限値を定め、こ
れに基づく安全設計を行う。火災・爆発や閉じ込めについても
解析、評価を行う。

• 従来、詳細な検討の不足していた換気や電気設備を検討し、
建屋の構造も構造強度などを考慮して再検討する。

• 要素技術開発の進展や炉心設計の進捗を考慮して、設計の内
容の 適化を図る。

1.採用する各革新技術の決定

• 要素技術開発に伴う設備設計、評価

• 代替技術等の評価

2.工学規模ホット試験

• 再処理試験施設

• 燃料製造試験施設

3.高速増殖炉サイクル導入期の検討

• シナリオ解析

• プロセス、設備概念検討と評価

• プラント概略仕様検討(専用、共用)

• 研究開発計画ドラフト作成

4. 燃料サイクル実証施設

• 再処理施設の概念検討、概念設計

• 燃料製造施設の概念検討、概念設計

5. 燃料サイクル実用施設
(再処理＋燃料製造）

• 安全設計検討

• 周辺工程設計検討

• 施設の概念検討

6.実用化までの研究開発計画の提示

設計内容20152010分 類

燃料サイクルシステムの設計研究計画

基本設計 試験開始許認可/詳細設計/建設

概念検討 基本設計

各革新技術の決定

概念設計

第2再処理工場に

関する国の議論

研究開発計画の提示

実用化像の提示

実証方策の提示
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脱硝転換脱硝転換
ペレット加工ペレット加工

燃料要素加工燃料要素加工

燃料要素検査燃料要素検査

集合体組立・検査集合体組立・検査

燃料製造

2005年までの設計研究の成果
－処理規模200ｔ/ｙの燃料サイクルプラントの概念図－

再処理

新燃料集合体貯蔵建屋へ使用済み燃料集合体貯蔵建屋より

集合体解体・せん断集合体解体・せん断

溶解溶解

燃料の流れ

抽出抽出

MA 回収MA 回収

晶析晶析

Pu 富化度調整Pu 富化度調整

燃料サイクルプラントの外観

革新技術試験フィールド
（多目的セル）

総合システム試験フィールド
（試験セル）

解体・せん断

溶解・清澄・晶析

溶媒洗浄

U/Pu濃縮

調整・抽出(MA)

試験棟 燃料サイクル小型試験棟

再処理工学規模ホット試験施設

再処理に関して、先進湿式再処理法の革新技術及び総合システムに関する工学規模での試験を2015年から実施する。そのた
めに、試験施設の基本設計、安全審査、詳細設計、建設を実施する。 ホット試験では、先進湿式法の革新技術やシステム、プラ
ントに関する性能や運転、保守に関する実証データを順次提示して、実証燃料サイクル施設の設計に反映する。

（役割）

• 実験室規模(～0.1kg/h)より核物質取扱量を増やし、革新技術（晶析、抽出クロマト等）について設備単位でのホット試験（革新技
術ホット試験）を行い、装置挙動や製作性を考慮した 小限の工学規模での性能データを把握する。

• 解体・せん断から溶解、抽出等の一連の先進湿式再処理プロセス全体をシステムとして連結したホット試験（総合システムホット
実証試験）を行い、実用化に向けた実証データを把握するとともに、技術確立を目指す。

（研究開発実施内容（案） ）

• 革新技術ホット試験（1kg/h程度の機器能力）

–晶析設備のR&D
–MA回収用抽出クロマトグラフィー設備のR&D
–その他革新技術に関するR&D

• 総合システムホット実証試験（10kg/h程度機器能力)
–解体・せん断から抽出等、一連の先進湿式プロ

セスの工学規模における総合システムを実証。

–機器、設備の運転経験、プロセス制御性等のプ

ラント運用技術に関する知見や開発目標達成を

見通すための評価データの取得、および技術の確立。

–MA燃料の原料供給

•試験により得られるMA（Np、Am、Cm）を回収し、

燃料製造工学規模ホット試験施設へ供給。 【再処理工学規模ホット試験施設の概念】
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燃料製造工学規模ホット試験施設

燃料製造に関して、TRU燃料を扱う簡素
化ペレット法の自動燃料製造システムや遠
隔保守・補修に関して2020年頃から工学
規模で試験を実施する。そのために、セル
構造を主とした試験施設の概念設計、基
本設計を実施する。

（役割）
• 低除染TRU燃料を対象とした製造設備の

自動操作性及び遠隔保守補修性の実証
• 低除染TRU試験燃料集合体の製造（１ｔ

HM/年程度）

（研究開発実施内容（案））
• 低除染TRU燃料によるセル内遠隔製造の

実証
– 遠隔対応製造設備の実証
– 保守・補修技術の実証
– 新たな検査技術を用いた品質管理の

実証
– 発熱影響の確認

ホット工学試験設備（セル構造設
備）配置概念の一例

原料溶液
受入貯槽

脱硝転換装置

成型装置
焼結炉

O/M調
整炉

ペレット研削
装置

燃料要素
組立装置

燃料要素
検査装置

ワイヤ巻付
検査装置

集合体組立検査装置

核燃料物質の流れ

原料溶液
受入貯槽

脱硝転換装置

成型装置
焼結炉

O/M調
整炉

ペレット研削
装置

燃料要素
組立装置

燃料要素
検査装置

ワイヤ巻付
検査装置

集合体組立検査装置

核燃料物質の流れ

原料溶液
受入貯槽

脱硝転換装置

成型装置
焼結炉

O/M調
整炉

ペレット研削
装置

燃料要素
組立装置

燃料要素
検査装置

ワイヤ巻付
検査装置

集合体組立検査装置

核燃料物質の流れ

設計研究に関する２０１０年の成果

1. 採用する各革新技術の決定

要素技術開発において実施するホット試験による原理の確認やコールド試
験による工学規模へのスケールアップ見通しの確認などの成果を基に、実用
燃料サイクル施設に適用する革新技術の成立性を見極める。具体的には、革
新技術を含む設備設計を実施して、設計要求への適合の可否を判断する。な
お、代替技術等についても比較評価し、その適用性を検討する。

運転管理方法(運転手順、制御などを含む）

安全設計（溶媒、試薬の物性データなどを含む）

保守、補修方法 （遠隔ハンドリング技術の適用などを含む）

設計要求への適合と代替技術等との比較評価

2. 軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの移行期の検討

移行期に必要な軽水炉再処理技術に関する検討を実施し、2010年からの
国の議論にデータを提供する。

シナリオ解析、評価

軽水炉再処理に関するプロセス候補概念の摘出と評価

高速増殖炉燃料再処理との共用の検討

次世代軽水炉再処理技術に関する２０１０年以降の研究開発計画

【革新技術】
(先進湿式再処理法)

機械式解体
短尺せん断
高効率溶解
晶析、結晶分離
U-Pu-Np共抽出
抽出クロマト

(簡素化ペレット燃料製
造法）

脱硝、転換、造粒
ダイ潤滑成型
焼結、O/M調整

等
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設計研究に関する２０１５年の成果

1. 実証燃料サイクル施設(再処理+燃料製造）の概念設計

2030年頃から運開する実証燃料サイクル施設のプロセス及びプラント概念について検討する。

再処理に関しては、施設の概念設計で以下の設計情報を整備し、2015年以降に実施する基本設計に
反映させる。

プロセスフロー図 （分離などの原理や造粒のプロセス条件確認などの成果を反映）

物質収支 、放射能収支（分離などの原理や造粒のプロセス条件確認などの成果を反映）

主要機器仕様、機器図 （機器開発、機器設計の成果を反映）

建屋図、機器配置図 （機器の仕様、保守・補修方法の検討結果を反映）

主要プロセスの制御フロー図 （機器の運転管理方法の検討結果を反映）

安全評価 など

燃料製造に関しては、プロセス開発は進むものの、主な工学規模の機器開発がそれに続く計画として
いることから、プロセスに関するフロー図や物質収支などに関して設計し、施設概念を構築する。

2. 実用燃料サイクル施設(再処理+燃料製造）の概念設計

革新技術の決定を含めてプラント全体の概念に関して検討し、２０５０年頃の高速増殖炉サイクル導
入時期に必要な実用燃料サイクル施設の主要な設備、建屋の概念を提示する。また、ウラン粗分離技
術などに関して海外の技術を含めた代替技術等との比較検討を行い、適用可能性について検討する。

主要なプロセス概略フロー図 （分離などの原理や造粒のプロセス条件確認などの成果を反映）

主要物質の物質収支 （分離などの原理や造粒のプロセス条件確認などの成果を反映）

主要機器仕様、機器概略図 （機器開発の成果を反映）

建屋図、機器配置図 （機器の仕様、保守・補修方法の検討結果を反映）

代替技術等の適用可能性の検討

3. 実用化までの研究開発計画の提示

技術の現状技術の現状

要求される技術仕様要求される技術仕様

○解体切断刃の制御・遠隔交換等の実証、高粉化率せん断
用の刃・ギャグ等の仕様 適化

○実使用済燃料のピン束形状、せん断時のピン性状の把握

主要開発課題主要開発課題

① 解体・せん断技術の開発 (1/2)

技術開発の概要技術開発の概要

○レーザーを用いた解体方法では，燃料ピン損傷，切断不良
等の発生の可能性が高い。一方、機械式切断法の基本要
素技術の成立性は見込まれ、解体手順も合理化可能。

○従来の燃料ピンせん断長（約３cm）では，連続溶解で高効
率に高濃度溶解液を得ることは困難。

○解体システムは燃料ピン損傷等の発生が少なく，所定の
処理能力を有し、操作性・保守性の点でも優れていること

○せん断システムは所定の高粉化率のせん断片が得られ、
処理能力、操作性・保守性の点でも優れていること。

○両システムを合わせて、機器配置が合理化すること。

○要素試験機及びシステム試験機により、機械式切断と燃
料ピン引き抜き方式を組合わせた解体システムを実証。

○要素試験機及びシステム試験機により、所定の高粉化率
のせん断片が得られるせん断システムを実証。

（用語説明）　スリットカット（S/C）：　ラッパ管の切断　　　クロップカット（C/C)：　燃料ピン束の切断

せ ん 断 機 へ 装 荷

長手方向
スリットカット

（3ヶ所）

周方向
スリットカット

（2ヶ所）

ラッパ管
解体

クロップカット

（1ヶ所）

従来の解体方式 ラッパ管引抜解体方式

使 用 済 燃 料 集 合 体

* 長手方向
スリットカット

（1箇所）

周方向
スリットカット

（1ヶ所）

ラッパ管
引抜

クロップカット

（1ヶ所）

* 必要により
長手方向のS/C実施

引抜方式の
採用により、
ラッパ缶の
ハンドリン

グ性が向上

切断ヶ所の
削減により、
切断不良や
ピン損傷の
確率を低減

ｽｳｪﾘﾝｸﾞ時の
引抜き性の評

価が必要

（用語説明）　スリットカット（S/C）：　ラッパ管の切断　　　クロップカット（C/C)：　燃料ピン束の切断

せ ん 断 機 へ 装 荷

長手方向
スリットカット

（3ヶ所）

周方向
スリットカット

（2ヶ所）

ラッパ管
解体

クロップカット

（1ヶ所）

従来の解体方式 ラッパ管引抜解体方式

使 用 済 燃 料 集 合 体

* 長手方向
スリットカット

（1箇所）

周方向
スリットカット

（1ヶ所）

ラッパ管
引抜

クロップカット

（1ヶ所）

* 必要により
長手方向のS/C実施

引抜方式の
採用により、
ラッパ缶の
ハンドリン

グ性が向上

切断ヶ所の
削減により、
切断不良や
ピン損傷の
確率を低減

ｽｳｪﾘﾝｸﾞ時の
引抜き性の評

価が必要

集合体の解体方式の合理化

機械式切断治具による切断状況
（キュービトロン砥石）

反転装置／引抜装置

ピン束ハンドリング装置

C/C装置

S/C装置

せん断機マガジン

反転装置／引抜装置

ピン束ハンドリング装置

C/C装置

S/C装置

せん断機マガジン

機械式切断・引抜による
新型解体機鳥瞰図
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• 要素試験機（既存のものを改良し活用）により模擬燃料集合体の
せん断試験、せん断刃・ギャグ等の構造の改良

• システム試験機による燃料集合体ハンドリング、操作性を含めた
せん断システム性能の実証

• 遠隔保守設計の見直しを経て，実機設計・製作

短尺せん断技術の開発

・要素機による基本機能確認試験

・実燃料せん断ピンのデータ把握

・システム試験機

設計

製作

試験（コールド）、評価

試験データの蓄積

・遠隔保守性検討

・実機(位置づけは解体機と同じ）

設計

製作

• 要素試験機によるラッパ管切断、燃料ピン引抜等の主要要素部分
の機能を確認。

• システム試験機による燃料集合体ハンドリング、操作性を含めた
解体システム性能の実証

• 遠隔保守性の検討、実機設計・製作

機械式解体システムの開発

・要素機による基本機能確認試験

・システム試験機

設計

製作

試験（コールド）、評価

試験データの蓄積

・遠隔保守性検討

・実機

（工学規模ホット試験用≒実用機）

設計

製作

試験内容20152010分 類

① 解体・せん断技術の開発 (2/2)

① 集合体の搬入(クレーン)

②
③

切断
装置

切断
装置

せ
ん
断
機

④ ラッパ管の周方向切断（E/N側1ヶ所）

　(必要に応じて1箇所、軸方向切断を実施)

⑧ 引抜後のラッパ管の回収・廃棄

⑦ せん断機マガジンへの装荷

⑤ 燃料ピン束の引抜

(及びピン束をクランプ)

⑥ 燃料ピン束切断(C/C)

② 解体機へ集合体を装荷（垂直）

③ 集合体の反転（水平方向へ）

① 集合体の搬入(クレーン)

②
③

切断
装置

切断
装置

せ
ん
断
機

④ ラッパ管の周方向切断（E/N側1ヶ所）

　(必要に応じて1箇所、軸方向切断を実施)

⑧ 引抜後のラッパ管の回収・廃棄

⑦ せん断機マガジンへの装荷

⑤ 燃料ピン束の引抜

(及びピン束をクランプ)

⑥ 燃料ピン束切断(C/C)

② 解体機へ集合体を装荷（垂直）

③ 集合体の反転（水平方向へ）

短尺せん断
（ ～１cm）

燃料集合体

せん断刃
通常せん断
（3～5cm）

せん断片外観 （通常せん断時）

・ 燃料片粉化率
の向上

選定

選定

連続溶解槽の改良点

・粉体化燃料対応：
ドラム内における溶

液攪拌性の向上

・処理能力の向上：
ドラム径，ドラム長

さの拡大

○従来長さのせん断片溶解では、晶析工程供給に対応する高金属
濃度溶解液の調製が困難。高粉体化燃料溶解の有効性を確認。

○回転ドラム型連続溶解槽は工学規模ウラン試験で基本性能確認。

技術の現状技術の現状

○所定の高金属濃度溶解液を効率的に（硝酸濃度や溶解温
度の運転条件を厳しくせずに、短時間で）得られること。

○溶解槽は実用プラント規模（200t/y）に対応する処理能力

を見込めること。

要求される技術仕様要求される技術仕様

○ホット試験による溶解プロセスデータ拡充。解析コード改良。

○大型化と運転安定性、攪拌性が両立する溶解槽内部構造
の確立。

主要開発課題主要開発課題

② 高効率溶解技術の開発 (1/2)

○高粉化燃料の装荷に対応し、高金属濃度溶解液が得られ
る溶解プロセスについて、燃料粉化率や粒径等をパラメー
タとしたプロセス試験を実施し、溶解条件を 適化。

○高粉化燃料のハンドリング性に優れ、処理容量の増大が
図れる連続溶解槽の基本構造を構築、部分モックアップ
機にて性能を実証。

技術開発の概要技術開発の概要

燃料せん断片 短尺せん断片＋粉体燃料

溶解率

溶解時間

溶解率

溶解時間

・溶解条件（粒径、粉化
率、溶解温度等）の影
響評価及び 適化

連続溶解槽構造図

Nit ric  Ac id  

   Pro d u ct  So lu t io n  

( D isso lu t io n St ream )

s w i n g i n g  

a n d  

R o t a t i n g  

   She a red  Fue l 

St ag e  Num b e r

１ 　   ２ 　   ３ 　    ４ 　 　 ５ 　 　  ６ 　   ７ 　 　 ８

Mo to r

Hu lls  a n d  W ires 

( So lid  St ream )

  Fue l    ： 　  

So lu t io n： 　 　

Drum  

溶解液
（溶液）

ハル及びワイヤ
（固体）

ドラム運転
•ロッキング操作
•搬送回転操作

燃料せん断片
硝酸

ドラム
燃料 ：
溶液 ：

段数
モーター

燃料せん断片 :
• ハル
• ワイヤ
• 燃料要素
• せん断粉
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② 高効率溶解技術の開発 (2/2)

• 要素試験機により高粉体化燃料装荷に対応した高攪拌性ド
ラム構造を検討

• 部分モックアップ試験機により大型溶解槽の基本構造（臨界
安全性等）及び基本性能を実証（せん断燃料片の攪拌・移送
性、溶液の流動等）

• 実機設計・製作

高効率溶解装置開発

• 基本構造の検討

• 部分モックアップ試験機
設計
製作
試験（コールド→ウラン）

・実用機の基本設計

• 実機（工学規模ホット試験用）
設計
製作

高金属濃度溶解条件における

・せん断、粉砕条件の影響評価

・温度（低温下）及び硝酸濃度（低濃
度下）の影響評価

・不溶解残渣発生量及び残渣成分評
価

• 溶解計算コード改良と拡張

高効率溶解プロセス開発

• 各種溶解条件の影響評価

• 工学規模ホット試験に向けた
データ整備拡充

• 溶解計算コードの改良
試験結果の反映、溶解条件

適化

工学規模ホット試験に向けた拡
張

試験内容20152010分 類

溶解率

溶解時間

：実測値

：計算値

・溶解温度
・硝酸濃度
・溶解槽形状

従来ドラム構造（10kg/h） 大型溶解槽ドラム構造（40kg/h）

短尺せん断片
＋

粉体燃料

・せん断片長さ
・粉化率
・粒径

・不溶解残渣発生量及び成分

・計算コード改良・拡張

選定

○晶析方法の化学的成立性及び連続晶析装置の基本的成
立性を確認。

技術の現状技術の現状

○所定のDFと回収率にて回収ウランを安定して得られること。

○晶析装置は実用プラント規模（200ｔ/ｙ）に対応する処理能

力を見込めること。

要求される技術仕様要求される技術仕様

○Cs等、低除染元素に対するDFの向上方策の確立。

○晶析装置の運転制御方策（計装制御技術等），溶液及び
結晶の安定的移送方策等の確立。

○大型化を見通した内部構造、安全性検討（臨界安全等）。

主要開発課題主要開発課題

③ 晶析技術による効率的ウラン回収システムの開発 (1/2)

○FP等のウラン結晶への同伴核種の挙動評価及びこれを

踏まえた晶析・結晶洗浄精製手法及び操作条件 適化。

○工学規模試験機による高処理能力，安定性，操作性に優
れた連続晶析装置の実証。高濃度溶液・ウラン結晶のハ
ンドリング技術等の実証。

技術開発の概要技術開発の概要

連続晶析装置概念（基礎試験装置）

U/Pu/Np

解体・脱被覆解体・脱被覆

溶解・清澄溶解・清澄

晶 析晶 析

混合逆抽出
(U/Pu/Np回収)
混合逆抽出

(U/Pu/Np回収)

溶媒洗浄溶媒洗浄

U/TRU濃縮U/TRU濃縮

富化度調整富化度調整

共抽出共抽出

Ｎｐ の原子価調整

Am/Cm/Ｌｎ

ＦＰ

FP (Ln)

Am/Cm

抽出クロマト
グラフィーI

抽出クロマト
グラフィーI

先進湿式法に特徴的な技術

従来法と共通する技術

ＴＲＵ回収

高レベル廃液

・溶解液を冷却することで，ウ
ランを選択的に結晶化し，
Pu,FP元素と分離する

・連続晶析装置の適用により
高処理能力の向上を図る

・ウランの粗回収によって，抽

出工程の負荷が低減（処理

液量が減少）

・経済性が向上（溶媒使用量

が減少，抽出工程の短縮，

等）

・廃棄物発生量が低減（廃溶

媒発生量が減少）

使用済燃料

MOX製品

U

・燃料せん断長の短尺化
・高濃度溶解

抽出クロマト
グラフィーII

抽出クロマト
グラフィーII

Run2

Run3

Run1

U結晶の外観 Pu 比

100 : 0.3
(U)  (Pu)

100 :  5
(U)  (Pu)

100 : 1.5
(U)  (Pu)

Pu(IV) のみの場合には母液に付着する
Pu(VI) の場合には結晶に取り込まれる

U 結晶中における Pu の存在比

ウラン製品
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・要素試験機による冷却性能、結晶スラリー排出等の基本構造の

成立性を確認

・計装制御システム、遠隔保守構造を検討、工学規模試験機によ

り晶析システムの成立性を実証

・大型機を見込んだ臨界安全形状の検討評価

連続晶析装置の開発

• 基本構造の検討

• 計装制御システムの検討

• 遠隔保守構造の検討

• 工学規模試験機（＋）

設計

製作

試験（コールド→ウラン）

ウラン試験データの拡充

• 実用機の基本設計

• 実機（工学規模ホット試験用）

設計

製作

・ 臨界安全性、閉じ込め性などに合
致した装置構造の実証

・ 閉塞等検知・解除機構の確立

晶析関連技術の開発

• 結晶分離機の成立性評価

ウランデータの拡充

• 高濃度溶液の移送技術の確立

ウランデータの拡充

• FP核種（Cs等）の析出（U

結晶への同伴）メカニズ

ム）の解明、移行抑制方

策の確立

• 回収U結晶の洗浄技術を

確立

高DF晶析技術の検討

• FP同伴メカニズムの解明

• 結晶洗浄技術の検討

• 工学規模ホット試験に向けた晶析プ

ロセスデータ拡充整備

（操作条件 適化）

試験内容20152010分 類

③ 晶析技術による効率的ウラン回収システムの開発(2/2)

Run1
(急冷)

Run2
(緩冷)

洗浄前
洗浄後

洗浄前

洗浄後

5.6
25

4.6
19

結晶中Uに対するPu, FPの除染係数(DF)

1.2
0.8

0.9
0.9

4.2
27

3.5
19

Pu 137Cs 155Eu

Run1
(急冷)

Run2
(緩冷)

洗浄前
洗浄後

洗浄前

洗浄後

5.6
25

4.6
19

結晶中Uに対するPu, FPの除染係数(DF)

1.2
0.8

0.9
0.9

4.2
27

3.5
19

Pu 137Cs 155Eu

結晶分離機の概念構造図

連続晶析装置外観図

選定

○ホットラボスケール試験にてU-Pu-Np一括回収フローシート

の有効性を確認。

○工学規模遠心抽出器システム試験により基本性能を確認

技術の現状技術の現状

○ 所定の回収率及び精製度を満足するU-Pu-Np一括回収

フローシートの 適化。

○大容量化・高耐久性遠心抽出器による、安定した抽出シ
ステムの実証

要求される技術仕様要求される技術仕様

○ホット試験による抽出プロセスデータ拡充。解析コード改良。

○円環型ローターの攪拌・分離機能の実証、新型駆動機構の
各要素の信頼性確立

○高速の分離システムに対応するインライン計装技術の確立

主要開発課題主要開発課題

④ U,Pu,Npを一括回収する高効率抽出システムの開発 (1/2)

○プロセス試験によるU-Pu-Np一括回収フローシートの

適化（ Np 抽出挙動への亜硝酸濃度等の影響評価、各元

素の低濃度領域におけるプロファイルデータ取得等）。

○大容量遠心抽出器(40kg/ｈ）の基本性能、新型駆動機構

の高耐久性実証、工学規模ウラン試験によるシステムの
成立性の確証（遠隔保守性、インライン計装技術等）。

技術開発の概要技術開発の概要

ラジアル磁気軸受

ラジアル磁気軸受

スラスト磁気軸受

高周波誘導モータ

タッチダウン
ベアリング

タッチダウン
ベアリング

大口径ローター

中性子吸収体

水相出口

有機相出
口

液入
口

ハウジング

ラジアル磁気軸受

ラジアル磁気軸受

スラスト磁気軸受

高周波誘導モータ

タッチダウン
ベアリング

タッチダウン
ベアリング

大口径ローター

中性子吸収体

水相出口

有機相出
口

液入
口

ハウジング

10kg/h 規模の遠心抽出器 40kg/h 規模の大容量遠心抽出器概念

○磁気軸受による耐久性向上
○中性子吸収体を内包した

円環型新型ロータの開発

改良・大
型化

大型プラント向け遠心抽出器の開発

既存の遠心抽出器
のノウハウを反映

溶解液

高レベル廃液
（Npの一部）

抽出剤 洗浄液

Pu製品

精製工程へ
（Npの一部）

Pu逆抽出液（Pu還元剤）

U逆抽出液

U製品

精製工程へ
（Npの一部） 使用済

抽出剤

○Pu還元剤の削除
○Npの原子価制御

○上記改良に伴うプロセス条件の変更

溶解液

高レベル
廃液

抽出剤 洗浄液

U-Pu-Np
製品

逆抽出液

使用済
抽出剤

U,Pu,Npの一括回収ﾌﾟﾛｾｽの開発

抽出剤

従来法（PUREX法） U-Pu-Np 一括抽出プロセス

ベアリング
式軸受け
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工学規模システム試験機によりシステム成立性を把握

• 遠心抽出システムの抽出・逆抽出・溶媒洗浄システムの特
性データの取得

• 抽出システムにおけるインライン計測システムを確立

• 異常時の抽出システム挙動の把握と対策の確立

大容量遠心抽出器の開発

• 円環型ロータ構造＋中性子吸収材により，臨界安全性を確
保した新型ロータの抽出性能を評価

• 磁気軸受け駆動部の

耐久性・耐放射線性能評価

• 多段システム性能を確認

• 遠隔保守構造を検討

実機の基本設計を実施

遠心抽出器システムの開発

・工学規模システム試験 等

耐久性の確認

インライン計装技術の開発

システム制御性の確認

遠隔保守性の検討

• 大容量遠心抽出器（実用機）

基本性能確認

システム特性把握

遠隔保守構造検討

• 実機（工学規模ホット試験用）

設計

製作

• 溶解液や洗浄液中の硝酸濃度や亜硝酸濃度がNpの抽出挙

動に及ぼす影響を評価

• 抽出器内の濃度プロファイルデータの蓄積及び上記評価と
併せたプロセス条件の 適化

• 各供給液の流量変動が及ぼす影響評価（マルオペ条件下へ
の対応）によるホット工学規模試験に向けたデータ整備

U,Pu, Np一括回収ﾌﾟﾛｾｽの開発

• Np（U,Pu)抽出挙動の確認

• 一括回収プロセス条件の 適化

• 工学規模ホット試験に向けた

データ整備

• 抽出計算コードの改良

試験結果の反映、抽出条件

適化

工学規模ホット試験に向けた

拡張

試験内容20152010分 類

④ U,Pu,Npを一括回収する高効率抽出システムの開発 (2/2)

工学規模システム試験
機抽出ステージの外観

選定

○抽出クロマト法のMA回収工程への適用に関し、その基本

性能を確認。

技術の現状技術の現状

○所定の分離回収機能を有する安定した抽出剤・吸着材の
選定、MA回収フローシート 適化。

○大幅な廃液低減につながる抽出クロマト法の工学規模プ
ロセス機器による成立性実証。実用規模の処理能力が見
込めること。

要求される技術仕様要求される技術仕様

○吸着材の安定性・安全性評価データの拡充

○工学規模プロセス装置（10kg/h）の安定運転技術、吸着

材等の遠隔保守（交換）技術の確立。

主要開発課題主要開発課題

⑤ 抽出クロマト法によるMA回収技術の開発 (1/2)

○プロセス試験により、各種吸着材（抽出剤）を比較・評価
（分離性能及び安全性）し、 適なものを選定、フローシー
ト確立、MA及びFP元素の挙動確認。

○工学規模（10kg/h）試験により、プロセス機器（分離塔、回

収塔等）の遠隔運転性・計装機器等の成立性を確認。

技術開発の概要技術開発の概要

○多孔質SiO2 粒子の表面にポリマー（スチレンジベニルベンゼン）
を被覆（SiO2-P）

○SiO2-Pの表面に抽出剤（CMPO、TODGA、BTP等）を固定化

CMPO/SiO2-P吸着材外観

抽出剤の比較・評価・選定

供給液 溶離液 洗浄液

高レベル廃液 MA製品溶液 洗浄廃液

・フローシートの作成
・MA及びFP元素の挙動確認

分離塔に充填

・工学規模のプロセス機器、
計装機器の成立性評価

分離塔
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• 種々の条件におけるカラム内流動
性、熱的安全性、耐久性評価

• 吸着材交換等の遠隔操作性の確
認

• 溶出液区画のための計装・制御方
法評価

• 工学規模プロセス機器による各種
安全性（臨界、熱的等）評価、運転
性確認、異常時における発熱、気
体発生等の挙動評価

• 実機の設計製作

抽出クロマトプロセス機器開発

• 要素試験
カラム内流動性把握
安全性評価
耐久性評価

• 遠隔操作性検討
• 計装・制御法検討

• 工学規模プロセス機器試験（＋）
設計
製作
試験（コールド→RI）
RI試験データの拡充

・実機（工学規模ホット試験用）
設計、製作

• 各種吸着材（抽出剤）の性能比較・
評価

• 各種吸着材（抽出剤）の耐放射線
性等、安全性評価

• 使用済吸着材の処理方法評価

• 上記各試験結果を基にした抽出剤
の選定及びMA回収フローシート構
築、高レベル廃液等を用いたMA、
FP元素挙動評価

• 上記試験結果等を基にしたフロー
シート改良

抽出クロマト法によるMA回収プロ
セス開発
•吸着材（抽出剤）分離性能比較評
価
•吸着材（抽出剤）安全性評価

•使用済吸着材処理方法検討

•回収フローシート構築

•MA, FP元素挙動評価

•回収フローシート改良

試験内容20152010分 類

⑤ 抽出クロマト法によるMA回収技術の開発 (2/2)

濃度

溶離液量

MA FP

供給液、溶離液等

・抽出剤種類
・耐放射性
・耐酸性
・耐熱性
・再生及び処理方法

・フローシート条件

（流量、試薬種類、
濃度、運転温度等）

・分離性能（MA, FP元素挙動）

抽出カラム

供給液

溶離液

洗浄液

高レベル廃液

MA含有製品

洗浄廃液

選定

○オフガス処理工程等における金属イオン（主にNa）を含む

試薬の使用に伴い、塩廃棄物が発生。

技術の現状技術の現状

○塩廃棄物の大幅削減。

○廃液を高レベルと極低レベルに限定することによる廃液処
理・処分の合理化。

要求される技術仕様要求される技術仕様

○ソルトフリー化に伴う濃縮処理高効率化に向けた濃縮操
作条件 適化及び機器開発。

主要開発課題主要開発課題

⑥ 廃棄物低減化（廃液２極化）技術の開発 (1/2)

従来湿式法

排気筒 VOG処理

SOG/
DOG処理

溶解

分配

解体
・せん断

共除染

受入
・貯蔵

溶媒洗浄

清澄
・調整

逆抽出

逆抽出抽出 溶媒洗浄

HLW濃縮
・酸回収

HLSW

逆抽出抽出 溶媒洗浄

Pu濃縮 Pu転換

逆抽出抽出 溶媒洗浄

逆抽出抽出 溶媒洗浄

U濃縮 U転換

第２
酸回収

MLW処理 LLW処理 VLLW処理

ガラス
固化

Na系
LLSW

LLSW

廃溶媒
処理

廃溶媒
固化

海洋放出

各種系統より

燃料
製造へ

燃料
製造へ

各種系統より 各種系統より

各種系統より

各種系統より

各種系統より大気放出

Pu精製

U精製
抽出

○オフガス処理工程等におけるソルトフリー化（濃縮妨害試
薬の排除を含む）を、種々の試薬を対象にプロセス試験に
て実証。

○触媒等を利用した硝酸の分解技術について、その適用性
を確認。

○ソルトフリープロセス条件に対応した工学規模装置の実証。

技術開発の概要技術開発の概要
先進湿式リファレンスシステム

排気筒 VOG処理

SOG/
DOG処理

溶解

分配

解体
・せん断

共除染

受入
・貯蔵

清澄
・調整

溶媒洗浄

U/Pu/MA
濃縮

HLW濃縮
・酸回収

HALW

MOX転換

U転換

MLW処理 LLW処理 VLLW処理

ガラス
固化

LLSW

廃溶媒
処理

廃溶媒
固化

海洋放出

各種系統より

燃料
製造へ

燃料
製造へ

各種系統より 各種系統より

各種系統より

各種系統より大気放出

晶析

SETFICS 溶媒洗浄

TRUEX 溶媒洗浄

共抽出

MA回収

MLW :中レベル放射性廃液
LLW :低レベル放射性廃液
VLLW:極低レベル放射性廃液
HLSW:高レベル放射性固体廃棄物
LLSW:低レベル放射性固体廃棄物
SOG :せん断オフガス
DOG :溶解オフガス
VOG :槽類オフガス

HLW :高レベル放射性廃液
MLW :中レベル放射性廃液
LLW :低レベル放射性廃液
VLLW:極低レベル放射性廃液
HLSW:高レベル放射性固体廃棄物
LLSW:低レベル放射性固体廃棄物
SOG :せん断オフガス
DOG :溶解オフガス
VOG :槽類オフガス

・主工程及び周辺工程のソルトフリー化（金属イオンを含む試薬の
排除）及び濃縮妨害試薬の排除による濃縮処理の高効率化

・ソルトフリー化

・余剰硝酸の低減・分解
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（オフガス洗浄装置）

• 要素機・モックアップ
機による洗浄性能の
確認

• 実機設計・製作

（硝酸分解装置）

• 要素機による基本構
造（触媒形状，電極
配置構造）の確認

• モックアップ試験機
による分解性能，耐
久性の確認

• 実機設計・製作

ソフトフリー機器開発
1) ソルトフリーオフガス洗浄装置
• 要素試験

• モックアップ装置

• 実機設計・製作

2) 硝酸分解装置
• 要素試験

• モックアップ装置

• 実機設計・製作

• 水スクラブ等による洗浄効率
評価

• 自己反応性物質の代替検討
（分析試薬、除染試薬、消泡
剤等を対象）

• 触媒等を利用した硝酸分解
技術評価

ソルトフリープロセス技術開発

• 周辺工程におけるソルトフリー化
検討

• 濃縮妨害試薬排除検討

• 硝酸分解技術検討

試験内容20152010分 類

⑥ 廃棄物低減化（廃液２極化）技術の開発 (2/2)

オフガス

ソルトフリー
試薬

・試薬種類ごとの洗浄効率評価

オフガス洗浄塔

ソルトフリー
オフガス洗浄液

洗浄液貯槽

オフガス
洗浄塔

オフガス
排気

洗浄済
オフガス

ソルトフリー
オフガス洗浄液

洗浄液貯槽

オフガス
洗浄塔

オフガス
排気

洗浄済
オフガス

陰極陽極

H2

硝酸系廃液

還元剤

触媒

N2

NO3
-

N2

還元反応槽 電気分解槽

NO2
- 他

陰極陽極

H2

硝酸系廃液

還元剤

触媒

N2

NO3
-

N2

還元反応槽 電気分解槽

NO2
- 他

硝酸分解装置

オフガス洗浄装置

選定

選定

○所定のPu冨化度調整精度の達成見通しを得た。

○MOXへの転換工程において、ビーカスケールでの

転動造粒試験を行い、流動性を改質してペレット成
型ダイスへ円滑に充てんできることを確認した。

技術の現状技術の現状

○流動性の良い造粒粉末を安定して調製できること。

○転換工程で得られる粉末の流動性を成型ダイス
へ直接充てんできるものとし、従来実施していた転
換工程後の粉末混合工程、造粒工程を削減

要求される技術仕様要求される技術仕様

○プロセスの工学規模成立性評価

○遠隔保守型脱硝転換造粒装置(量産型)の開発。

今後の課題今後の課題

一元処理

脱硝加熱器

マイクロ波脱硝造粒装置

⑦ 脱硝・転換・造粒一元処理技術の開発（1/2）

○脱硝加熱器などの転換装置に造粒機能を組み込
み、転換工程で流動性の良い顆粒粉末を直接得
られる技術を開発する。

技術開発の概要技術開発の概要

転動造粒装置

焙焼還元前 焙焼還元後

造粒粉末のSEM写真
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条件 適化試験

小規模試験設備整備

製造性評価試験

品質向上試験

・再処理製品硝酸溶液を酸化物に転換する工程において、
ペレット成型に適した流動性を有する粉末を得るプロセス試験

・溶液混合段階でPuの濃度をに所定の濃度範囲に調整する

技術の確認
・得られる原料粉末を評価し、本プロセスの工学規模での成立性

に見通しを得る。
・造粒ステップの 適化
・製造性評価(品質、処理時間など)
・MA/FPの影響評価

・原料粉末調整工程一連のプロセスの 適化を図る。

遠隔保守量産技術開発
（１）量産設備採用プロセスの選定

（２）遠隔保守対応設備開発

原料粉末調整プロセスの開発
(1)Pu冨化度調整・転換・造粒プロセ

スの開発

(2) プロセスの 適化

実施内容20152010分 類

⑦ 脱硝・転換・造粒一元処理技術の開発(2/2)

・装置のモジュール化を図ることにより、遠隔保守可能な脱硝
転換・造粒装置及びPu富化度調整装置を開発する。

プロセス選定試験

遠隔保守対応装置開発

・量産用円筒型脱硝容器が有する課題解決及び浅皿型脱硝容
器の大型化のための開発試験を実施する。
・上記プロセス開発試験成果を含め、脱硝転換焙焼還元及び
造粒プロセスの組合せに 適な方式を選定する。

左図：円筒型脱硝容器採用脱硝転換焙焼還元装置

右図：転動造粒一体型脱硝転換装置（小規模試験機）

工学規模ホット
試験設備製作
の一部として、
遠隔対応量産
設備の設計製
作

選定

○ダイ潤滑機構を組込んだ6連パンチレシプロプレス機を用い
た模擬粉末 (Mo) の成型試験を行い、現行法（潤滑剤添加
混合法）と同等の品質のペレットを成型できることを確認し
たが、MOX粉末による確証が必要である。

○手作業でのダイ潤滑により、流動性を改良したMOX粉末を
用いた成型試験を行い、現行法（潤滑剤添加混合法）と同
等の品質のペレットを成型できることを確認した。

技術の現状技術の現状

○保守性に配慮したMOX用ダイ潤滑成型機の設計・製作。

○潤滑剤添加混合工程、予備焼結工程、脱ガス工程の3つが
削減できること。

要求される技術仕様要求される技術仕様

○プロセスの工学規模成立性評価

○遠隔保守対応型ダイ潤滑成型装置（量産型）の開発

今後の課題今後の課題

⑧ ダイ潤滑成型技術の開発(1/2)

○小規模のMOX用ダイ潤滑成型機（レシプロプレス）を設計・
製作し、MOX粉末、MA含有MOX粉末でのダイ潤滑成型の

適運転条件の把握と安定運転できることを確証する。

技術開発の概要技術開発の概要

実証していくダイ潤滑機構

粉末潤滑剤（エアゾル状）をダイ下方から下方から噴霧してダイ壁面に塗布する

ダイ壁面

粉末潤滑剤

下パンチ

集塵口(ダイ壁面に付
着しない余剰潤滑剤を
吸引回収)

成型する粉末
の充填深さ

成型する粉末
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小規模試験設備整備

製造性評価試験

品質向上試験

条件 適化試験

遠隔保守量産技術開発

・遠隔保守対応量産設備開発

ダイ潤滑成型プロセスの開発

実施内容20152010分 類

⑧ ダイ潤滑成型技術の開発(2/2)

・設備のモジュール化による遠隔保守可能な量産対応のダイ潤
滑成型装置の開発

小規模 MOX 用ダイ潤滑型成型設備の概念

・流動性を改良した原料粉末を用い、ダイ潤滑成型機を用いて
ペレット成型試験を実施し、潤滑剤添加混合工程、予備焼結
工程、脱ガス工程の3つが削減できることを確認する。

・成型体の品質評価
・製造時間の評価

・成型条件の 適化を図る。

→開発したダ
イ潤滑機構を
含めた全体シ
ステムとりまと
め

選定

ホット工学試
験設備製作
の一部として、
遠隔対応量
産設備の設
計製作

⑨ 焼結・O/M調整技術の開発(1/2)

○ 1700℃以下の焼結温度で高密度ペレットを得るために雰囲
気ガス中の酸素分圧を高めて焼結しているが、ヒータ材、リ
フレクタ材の酸化による劣化の加速が懸念される。

○将来的な 適化技術開発課題として、焼結炉・O/M調整炉
の一体化及び低O/M調整に際し 高温度から室温までの
急冷処理等の開発が必要である。

技術の現状技術の現状

○高燃焼度用MA燃料ペレット（低O/M、高密度)の実証。

○保守性に配慮したO/M調整・焼結炉の設計・製作。

ペレット密度、O/M値がリアルタイムに測定できる炉。

要求される技術仕様要求される技術仕様

○熱処理条件の 適化

○遠隔保守型O/M調整・焼結炉（量産型）の開発。

今後の課題今後の課題

○MOXペレット、MA/FP含有MOXペレットの小規模焼結試験を
実施し、品質を評価する。

○保守性を配慮したO/M調整・焼結炉の熱処理方式などの調
査を行い、選定した方式に基づき設計・製作し、ペレットの製
造試験及び量産型の炉の開発を行う。

技術開発の概要技術開発の概要

O/M 調整・焼結炉の概念

焼結した中空ペレット

コイル

筒（高温材）

高周波加熱炉

グローブボックス

急冷時はコイル
を移動して冷却
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遠隔保守量産技術開発

・遠隔保守対応設備開発

焼結・O/M調整プロセスの開発

実施内容20152010分 類

⑨ 焼結・O/M調整技術の開発(2/2)

・上記、焼結-O/M一体型炉技術開発成果を評価し、方式を選
定し、設備の 適化を図る。

量産用連続焼結炉の開発
・基本構成モジュール化による遠隔保守可能な遠隔対応の炉
の開発

小規模試験設備整備

製造性評価試験

品質向上試験

条件 適化試験

・原料粉末やペレット成型を評価するための焼結、O/M調整試験
を実施する。

・小規模の焼結・O/M調整設備を整備し、ペレットの焼結・O/M
調整条件の 適化を図る。
・焼結体の品質評価
・製造時間の評価
・MA/FPの影響評価

・成型条件の 適化を図る。

選定 工学規模ホッ
ト試験設備製
作の一部とし
て、遠隔対応
量産設備の設
計製作

1000
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0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4

温
度

ペレット径方向

1.85

1.9

1.95

2

O
/
M

ペレット径方向

20
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40

50

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4

O
/
M

ペレット径方向

ペレット内温度分布

O/M再分布

Pu再分布

・熱伝導率

・酸素ポテンシャル
・熱拡散

・拡散係数
・蒸気圧

中心部の組成の融点

許容線出力の決定

照射済燃料の断面

技術の現状技術の現状

要求される技術仕様要求される技術仕様

今後の課題今後の課題

技術開発の概要技術開発の概要

○基礎物性データが十分に整備されていないため、燃料
設計上のマイナーアクニド元素の影響が精度良く評価
できない。

○マイナーアクチニド元素を含むMOX燃料の照射挙動を

精度良く評価でき、合理的、経済的な燃料設計が可能
なこと。

○燃料設計に必要とする基礎物性データについて実験及
び理論的に整備し、モデル化を行う。得られた物性モデ
ルを用いて挙動解析コードを開発する。

○照射実績が無い広範囲の燃料組成、照射条件でも評
価可能となるよう、理論的に裏づけのある挙動解析
コードを開発する。

⑩ 燃料基礎物性研究（1/3）
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技術の現状技術の現状

要求される技術仕様要求される技術仕様

今後の課題今後の課題

技術開発の概要技術開発の概要

○製造条件からO/M、密度、寸法などの燃料仕様をシ

ミュレーションできる技術は無く、経験的な手法により製
造条件を決定している。

○グリーンペレット特性及び焼結条件と製造したペレット
の微細組織、O/M、密度、寸法、均質性を評価すること

によって効率的、経済的な燃料製造技術を開発する。

○熱処理中のペレット内の様々な変化を温度、時間、雰
囲気を関数として速度論的評価を可能とするため、基
礎物性データを幅広く取得する。

○グリーンペレットから焼結が進む過程と焼結が進んだ
過程の挙動を分けてデータ取得及びモデル化を行い、
基礎物性データと合わせて体系化する。

ΔGO2＝ －４６７ｋJ/mol ΔGO2＝ －３６４ｋJ/mol

1600℃焼結ペレットのEPMAによる元素分布測定
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焼結挙動解析手法の概念図

熱処理条件によって均質性が大きく異なる

⑩ 燃料基礎物性研究（2/3）

実施内容20152010分 類

・様々な挙動が混在する初期の焼結メカニズムについて、
焼結速度を測定し、焼結挙動の速度論的評価を行う。

• 熱膨張計(ディラトメータ)を整備し、様々な雰囲気での焼

結挙動を評価する。

• 熱処理中のO/M変化挙動、組織変化を評価する。

• 得られたデータをもとに焼結挙動解析コードを開発する。

• 融点、熱伝導率、拡散係数などの物性値を評価する。

• 蒸気圧測定装置を整備し、蒸気圧の測定を行う。

• 計算化学に基づく物性データ評価技術を確立する。

• MAを含有したMOX燃料の挙動解析コードを、取得した

データを用いて取得する。

基礎物性と燃料製造

•初期焼結挙動の評価

•O/M調整技術の評価

・焼結挙動のモデル化

基礎物性と燃料設計コードの
開発

•実験的研究

•理論研究

•設計・挙動コードの開発

装置製作

速度論的評価

⑩ 燃料基礎物性研究 （3/3）

物性データ測定

計算化学による物性データ予測
手法の開発

照射データ評価/挙動解析コードの開発

O/M変化の測定

装置製作

焼結挙動モデルの作成
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○低除染TRU燃料の製造は、遠隔運転のセル構造施設が必要となる
が、JAEAプルトニウム燃料第三開発施設及び日本原燃㈱MOX燃
料工場等既存の施設はグローブボックス設備であるため、完全な
遠隔保守補修対応の設備にはなっていない。利用可能な技術とし
ては、再処理施設、照射後燃料試験施設等の既存技術があるが、
精密機械が多い製造設備の遠隔保守対応に開発課題が存在する。

○量産対応のための分析、検査技術開発が必要である。

○照射試験燃料ピンを数本製造可能。

技術の現状技術の現状

○セル内遠隔保守対応モジュール開発、モジュール交換に 適
化したロボットアーム。故障モジュールを分解除染する高自由
度マニプレータの開発。

○量産対応のための粉末分析、ペレット検査技術開発。

要求される技術仕様要求される技術仕様

○遠隔ハンドリング機器開発の実施、ホット試験施設による実証

今後の課題今後の課題

⑪ セル内遠隔設備開発 (1/2)

○コールドモックアップ試験を中心に、製造設備のモジュール開
発、モジュール開発に連動した遠隔ハンドリング機器開発。

○インライン粉末分析、ペレット検査迅速化技術開発。

○量産型のODS端栓溶接機器、フェライト集合体部材等の開発

技術開発の概要技術開発の概要

遠隔による保守・補修の概念

旧モジュール取外し

新モジュール取付け

旧モジュールの除染

旧モジュールの粗分解

旧モジュールの詳細除染

パーツ交換による旧ジュールの再生

ロボットアーム
クレーン等

工程セル内

除染セル 手動マニプレータ
高自由度マニプレータ

等

グローブボックス
による手作業

グローブボックス

旧モジュールの詳細再除染

ハンドリング設備

１．遠隔対応設備開発
・成型設備

・その他設備、全体システムとり
まとめ

２．遠隔ハンドリング設備開発

３．機器監視異常診断技術の開発

４．分析、検査迅速化技術開発

５．ODS被覆管燃料ピン集合体の
量産技術開発

⑪ セル内遠隔設備開発 (2/2)

・成型設備を代表例としたモジュール化設備の開発、遠隔保守補修の共
通的システムの開発

・燃料要素加工設備、燃料要素検査設備、集合体組立設備のモジュール
化設備の開発、全体システムとりまとめ

・遠隔ハンドリング設備開発、モジュール化設備との 適化、全体システ
ムとりまとめ

・音響センシング等による機器運転状況監視、異常診断技術を開発する。

・ ペレット検査の迅速化技術、粉末のインライン分析を開発する。その他

工程における検査分析設備のシステム開発を行う。

・ 量産型のODS燃料ピン端栓溶接技術・機器を開発するとともに、自動

組立工程に適合するフェライト集合体の組部材等を開発する。

・所定位置まで自
動的に移動し、モ
ジュール交換作業
の所定動作を半自
動で実施する。

遠隔保守概念（ペレット成型設備の例）

項 目 2010 2015 実施内容

・各種センサーで故
障を検知する。

・ロボットアームによ
り故障したモジュー
ルトを交換する。

→各工程設備との 適化確
認、調整、全体とりまとめ

→その他の検査、分
析設備システムのとり
まとめ
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○FS燃料集合体の温度評価についてはこれまでに、もんじゅ燃
料でのモックアップ試験からの外挿、計算コードを用いた熱流
動解析を行った。

○2百数十本の被覆管と螺旋状に巻かれたラッピングワイヤで仕
切られた流路は形状が複雑で、詳細なモデル化が難しく、今
後の詳細評価が必要である。

評価の現状評価の現状

○擬似体系での実測データによる計算モデルの構築。

○モックアップによる除熱機能の確認。

要求される技術仕様要求される技術仕様

○燃料サイクルシナリオに応じて多様な発熱の燃料に対する、改良
モデルによる温度分布評価。

○高発熱燃料に対応した集合体組立装置の設計への反映。

今後の課題今後の課題

⑫ TRU燃料取扱い技術 (1/2)

○燃料集合体内流路の典型的な形状に対し詳細な流速分布や
温度分布を計測できる試験機を製作し、試験結果から詳細な
モデルを構築する。

○集合体組立装置および燃料バンドルを模したコールドモック
アップ試験装置を作成し、除熱効果を確認する。

技術開発の概要技術開発の概要

集合体組立装置概念

集合体組立装置仕様
横置き組立

燃料バンドル下部から強制冷却

燃料ピンハンド
リングクレーン

スリット

バッフル板：クレーン降下／ラッパ管挿入時は
左右に開く

集合体組立装置仕様
横置き組立

燃料バンドル下部から強制冷却

集合体組立装置仕様
横置き組立

燃料バンドル下部から強制冷却

燃料ピンハンド
リングクレーン

スリット

バッフル板：クレーン降下／ラッパ管挿入時は
左右に開く

集合体組立時温度解析例

強制冷却、セル内気温：25℃

集合体設計：フェーズ２ 終設計

HM重量：127.9kgHM（軸ブラ除く）

三次元熱流動解析コード
AQUA および Fluent 使用

実施内容20152010分 類

⑫ TRU燃料取扱い技術 (2/2)

・燃料集合体内流路の典型的な形状に対し詳
細な流速分布や温度分布を計測できる試験
機を製作し、試験結果から詳細なモデルを構
築する。

・集合体組立装置および燃料バンドルを模した
コールドモックアップ試験装置を作成し、除熱効
果を確認する。

・熱流動シミュレータによる計算モ
デル開発

・コールドモックアップ試験
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GIFと実用化戦略調査研究の設計要求の比較 添付資料６

＊ GIFの要求レベルとしては、下記報告書において5レベルで設定されている要求値の表からreference valueとされている第３レベルの値を示した。
これは第3世代炉であるALWRの評価値に相当している。 （出典：GIF-012-00 Generation Ⅳ Roadmap：Final System Screening Evaluation Methodology R&D Report）

①設計要求レベルの比較 【安全性】①設計要求レベルの比較 【安全性】

●社会の既存のリスクに比べて小さいこと

受動的安全性
事故管理方策の具体化

再臨界回避
施設の閉込め能力確保

異常の発生要因排除
異常の拡大防止

炉心損傷の発生頻度
・10-6/炉年未満

安全性
安全性及び信頼性

●SR1 安全性と信頼性
他に勝る卓越性

●SR3 緊急対応
サイト外緊急時対応が不要

SR3-1 適切に特徴づけられたｿｰｽﾀｰﾑ/ｴﾈﾙｷﾞｰ
・損傷炉心からのRIの放出割合が軽水炉燃料と同等
・重大なｴﾈﾙｷﾞｰ放出ﾒｶﾆｽﾞﾑの数が第３世代炉と同等

SR3-2 堅牢な緩和特性
・起因事象から炉心損傷までの時間：1hr以上
・格納施設からの放出割合が第３世代炉と同等

SR1-1 信頼性
・強制停止率：１/炉年（第３世代炉の特性）と同等以下

SR1-2 労働者/公衆の平常時被ばく
・平常時の集団線量：82人-rem/炉年（第３世代炉の特性）

と同等以下

●SR2 炉心損傷
極めて低い炉心損傷頻度と影響

FSⅡGIF

※１

※１
※２

※１ FS-Ⅱの設計要求では陽には挙げていない。
※２ 公衆の平常時被ばくについては、多面的評価の環境負荷低減性で評価を実施。

軽水炉、「もんじゅ」、実証炉等で考慮さ
れている安全設計の基本的原則の遵守

●安全設計の基本的原則の遵守

SR1-3 労働者安全事故時
・事故時のリスクが第３世代炉と同等

SR2-1 堅牢な工学的安全機構
・反応度係数が負又は安全性に悪影響を及ぼさない。
・改良型軽水炉と同等の崩壊熱除去系の具備

SR2-2 適切な特徴モデル
・支配現象が外挿可能な要素実験により研究されている。
・燃料と冷却材の熱慣性が改良型軽水炉と同等
・検証可能な実証規模の試験の実施

＊ GIFの要求レベルとしては、下記報告書において5レベルで設定されている要求値の表
からreference valueとされている第３レベルの値を示した。これは第3世代炉であるALWR
の評価値に相当している。（出典：GIF-012-00 Generation Ⅳ Roadmap： Final System 
Screening Evaluation Methodology R&D Report ）

②設計要求レベルの比較 【経済性】②設計要求レベルの比較 【経済性】

●将来の軽水炉の発電単価に比肩すること

・発電原価4円/kWh以下

経済性

●EC1 ライフサイクルコスト
他ｴﾈﾙｷﾞｰ源のﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄより有利で
あること

・電力市場価格～$32/MWhに比肩する

EC1-1 オーバーナイト建設費
・ALWRの建設費～$1,500/kWに比肩
する

EC1-2 生産コスト(運転費+燃料費)
・ALWRの生産コスト～$15/MWh に比
肩する

EC2-1 建設期間
・ABWRの建設期間48ヶ月に比肩する

FSⅡGIF

経済性

●EC2 資本リスク
他ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと同程度の
資本ﾘｽｸであること ※

・ALWRの資本リスク$1,800Mに比肩する

・炉建設費(建中利子含む)
20万円/kWe
建設期間 46ヶ月

・燃料費削減
炉心燃料の平均焼度 15万MWd/t
全体平均6万MWd/t以上

・再処理・燃料製造費
0.8円/kWh

・処分費などを含む燃料サイクル費
1.1円/kWh

・運転費
連続運転期間 18カ月以上
稼働率 90%以上

・熱効率向上
出口温度、熱効率／所内負荷率※ FS-Ⅱの設計要求では挙げていないが、

別途、多面的評価の経済性で実施。
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＊ GIFの要求レベルとしては、下記報告書において5レベルで設定されている要求値の表
からreference valueとされている第３レベルの値を示した。これは第3世代炉であるALWR
の評価値に相当している。（出典：GIF-012-00 Generation Ⅳ Roadmap： Final System 
Screening Evaluation Methodology R&D Report ）

③設計要求レベルの比較 【資源有効利用性・環境負荷低減性】③設計要求レベルの比較 【資源有効利用性・環境負荷低減性】

●放射性廃棄物による負荷を低減すること

環境負荷低減性

●SU1 資源利用
世界を対象に持続的にｴﾈﾙｷﾞｰを供給

できること

SU1-1 資源の有効利用
・燃料消費量150-200MTU/GWe･年

FSⅡGIF

持続可能性

●SU2 廃棄物の最小化と管理
核廃棄物の最小化と将来の長期管理
負担の大きな軽減による公衆衛生と
環境保護の改善

SU2-1 廃棄物の最小化
・廃棄物重量15-20MT/Gwe･年
・廃棄物体積15-20ｍ3/GWe･年
・長期の（500年炉外）崩壊熱
1-3kW/GWe･年

・長寿命(500年炉外)放射能毒性
500-1,500MSv/GWe･年

SU2-2 廃棄物管理・処分
による環境への影響

・建設、運転、廃止、処分による
影響をALWRワンススルーと比較

●持続的に核燃料を生産するとともに、

多様なニーズへ対応できること

資源有効利用性

5%程度のMA含有低除染TRU燃料を受入

地層処分への負荷低減
・長寿命核種の分離核変換技術

毒性低減
・U及びTRUの廃棄物への移行率

0.1%以下

廃棄物発生量低減
・LWRと同等以下、1/10に削減

増殖比
・低除染TRU燃料を用いて増殖比1.0
以上を達成

U及びTRU回収率99%以上

多目的利用、高熱効率を達成

SU2-3 廃棄物管理の負荷
・将来世代による監視や保障措置
の負担を評価(手法は提示せず)

＊ GIFの要求レベルとしては、下記報告書において5レベルで設定されている要求値の表
からreference valueとされている第３レベルの値を示した。これは第3世代炉であるALWR
の評価値に相当している。（出典：GIF-012-00 Generation Ⅳ Roadmap： Final System 
Screening Evaluation Methodology R&D Report ）

④設計要求レベルの比較 【核拡散抵抗性】④設計要求レベルの比較 【核拡散抵抗性】

核拡散抵抗性

・PR&PP-1 兵器利用物質の転用と未申告
製造の容易性をライフサイクル全体で最
小化、効果的なIAEA保障措置の実施促進

【分離された（核）物質】
・LWRワンススルーと比肩すること
（LEU燃料、天然ウラン、Thを含む燃料、強
力な放射線障壁を持つHEU,Pu,Np燃料）

【使用済燃料の特性】
・LWRワンススルーと比肩すること
（燃焼度が5万MWd/MTHMより高いこと）

【破壊行為に対する受動的な抵抗性】
・LWRワンススルーと比肩すること
（安全系に適した交流電源と外部冷却水源
を用いた緊急冷却システムを有すること）

FSⅡGIF

核拡散抵抗性と核物質防護

(物質の魅力度)
・核物質防護、保障措置への対応を考
慮した設計プルトニウムが単体の状態
で存在しないこと

(難接近性)
・低除染TRU燃料を輸送・取扱い、高線
量化により接近性を制限

・PR&PP-2 兵器利用物質あるいは有害な
放射性物質の盗取への脆弱性の最小化、
テロや破壊行為に対する施設や輸送シス
テムの脆弱性の最小化

●PR&PP 核拡散抵抗性と核物質防護

拡散・盗難防止並びに転用手段の困難性
●核物質防護及び保障措置への負荷軽減

226


	2015年までの研究開発計画
	GIFと実用化戦略調査研究の設計要求の比較



